
目標ごとの重点取組事項は、次頁以降のとおり。

ＩＣＴ : Information & Communications Technology（情報通信技術）の略

☆ ＩＣＴの利活用による幅広い分野でイノベーションや新産業創出を可能とする
まち・ひと・しごと創生地方版総合戦略の実現

☆ 高度かつ強靱な通信・放送インフラの実現

☆ 非常災害時の多様な情報伝達の実現

☆ ＩＣＴ利活用技術の研究開発・実証から社会実装の実現

☆ 情報通信メディアの安心・安全な利用の実現

☆ 電波の適正な利用の実現

◎地方版総合戦略策定支援

◎能登半島の観光産業等の活性化に向けた

支援

◎放送コンテンツ等の海外展開の推進

◎Wi-Fiの普及促進と利便性の向上

◎北陸情報通信協議会の各種活動の展開

◎女性のＩＣＴ分野への起業支援

◎ラジオの難聴解消の支援

目標１ まち・ひと・しごと創生

◎Ｌアラート（災害情報共有システム）の利用促進

◎自治体の防災対策におけるＩＣＴ利活用の促進

◎非常通信協議会の活動強化

◎公共的インフラの強靭化支援

◎携帯電話等エリア整備事業の推進

◎防災行政無線及び消防・救急無線のデジタル化の

促進

◎船舶共通通信システム等の普及促進

◎公共ブロードバンド移動通信システムの普及促進

◎北陸総合通信局業務継続計画の改善

目標２ 防災基盤の強化
◎北陸ＩＣＴオープンイノベーション環境の醸成

◎ＳＣＯＰＥの推進

◎電波の専門家育成と電波利用ニーズの発掘

◎放送コンテンツの高度化と人材育成

◎４Ｋクールジャパンの推進

◎登山者等の位置検知システムの社会実装支援

目標３ 技術開発・利用の促進

◎青少年の安心・安全なインターネット利用環境
の実現

◎電気通信サービスにおける消費者支援の強化

目標４ 安心・安全なネット利用

総務省 ２０１５
－ かがやき のある北陸 ｂｙ ＩＣＴ －

１

◎重要無線通信妨害対策の強化

◎不要電磁波対策の強化

◎不法・違反無線局対策の強化

◎電波の利用環境保護の周知啓発の推進

◎電波の安全性の周知啓発の推進

◎電子政府の推進

◎タクシー無線のデジタル化の促進

目標５ 電波利用環境の改善



目標１【まち・ひと・しごと創生】

◎地方版総合戦略策定支援
国が策定した、まち・ひと・しごと創生総合戦略の政策パッ

ケージ「ＩＣＴ等の利活用による地域の活性化」が自治体の地
方版総合戦略で具体化されるよう支援する。

◎能登半島の観光産業等の活性化に向けた支援
能登半島の観光産業等の活性化に向け、関係自治体及び関係

機関と連携を図りつつ、「能登半島スマート観光プロジェクト」
の成果展開及び「クラウドを活用した中小企業の業務の効率化」
の周知啓発等による支援を行う。

◎ラジオの難聴解消の支援
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「国土強靭化基本

計画」を推進する観点から、ＩＣＴを活用した新たな街づくり
や地域からの情報発信強化、災害時の的確な情報提供等のため、
ラジオの中継局整備による難聴解消を支援する。

◎北陸情報通信協議会の各種活動の展開
Ｇ空間×ＩＣＴ街づくり推進部会の活動として、ＩＣＴ利活

用の先進事例や最新技術等の調査研究に取り組み、セミナー等
を通じて地域に向けてＩＣＴ利活用の提言を行い、社会実装を
目指す。

◎放送コンテンツ等の海外展開の推進
北陸地区放送関係者と連携し、「地域経済活性化に資する放

送コンテンツ等海外展開支援事業」（総務省、経済産業省、外
務省及び観光庁が連携）を活用した海外展開を推進する。

北陸情報通信協議会に「４Ｋ・クールジャパン北陸推進部会」
を設置し、４Ｋ・８Ｋ技術を活用した地域の活性化を図る。

（再掲）

２

◎Wi-Fiの普及促進と利便性の向上
北陸新幹線の開業により大幅な増加が見込まれる観光客等

が使いやすい無料公衆無線ＬＡＮの整備を「無料公衆無線Ｌ
ＡＮ整備促進協議会」及び地方自治体等と連携して促進する。

また、整備に当たっては、利用者の利便性向上のため、利
用開始手続きの簡素化・一元化、設置場所の見える化等を促
進する。

◎女性のＩＣＴ分野への起業支援
女性のＩＣＴ分野への起業支援のため、セミナーのほか、Ｎ

ＩＣＴとの共催によりコンクールを開催し、案件発掘・人材育
成に努める。
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◎防災行政無線及び消防・救急無線のデジタル化の促進
低廉な防災行政無線が制度化されたことを踏まえ、デジタ

ル方式への移行と未整備地域への整備促進を図る。また、消
防・救急無線のデジタル化について、期限（平成２８年５月
３１日）までに移行を完了するよう取り組む。

◎Ｌアラート（災害情報共有システム）の利用促進
各種の災害関連情報を集約・共有し、多様なメディアを通じ

て一括して提供するシステムである「Ｌアラート」の導入促進
を図るとともに、導入後の効率的かつ安定的な運用を支援する。
特に、情報伝達者である放送事業者等に対してＬアラートの早
期導入を強く要請するとともに連携システムの導入も要請する。

◎非常通信協議会の活動強化
北陸地方非常通信協議会の周知・啓発活動として、防災・非

常通信に係る「講演会・セミナー」を開催する。また、非常通
信訓練では、新たに「海上通信を使用した訓練」に取り組むほ
か、昨年の政府の「北陸地方における津波浸水想定」を踏まえ
て、柔軟かつ複数の非常通信ルートの見直しを行う。

◎自治体の防災対策におけるＩＣＴ利活用の促進
地域防災計画に、Ｌアラートの導入・活用、緊急速報メー

ルの活用、災害対策用移動通信機器・移動電源車の貸与及び
臨時災害放送局の活用が盛りこまれるよう支援する。また、
災害時に災害対策用移動通信機器が緊急に必要となる場合を
想定し、自治体の防災訓練時に自衛隊等を活用した搬入訓練
を実施する。 ◎船舶共通通信システム等の普及促進

海難事故の未然防止に向け、小型漁船及びレジャー船への
船舶共通通信システム等の普及促進に取り組む。

目標２【防災基盤の強化】

◎公共的インフラの強靭化支援
地域公共ネットワーク等強靭化事業の円滑な遂行を図るとと

もに、ＦＭ補完局による中波放送の強靭化を支援する。

◎北陸総合通信局業務継続計画の改善
東日本大震災を教訓として関係機関で作成された、災害初

動期指揮心得等を参考として、災害時に即応できる業務継続
計画の改善に取り組む。

３

◎公共ブロードバンド移動通信システムの普及促進

防災訓練や講演会等の機会を利用して被害状況等の映像伝送
を可能とする当該システムを紹介するとともに、防災関係機関
に対して導入に向けた要請を行う。

◎携帯電話等エリア整備事業の推進

自治体や携帯電話事業者と連携し、北陸管内の全ての自治
体で運用されている緊急速報メールがどこでも受信できるよ
う、「携帯電話等エリア整備事業」を推進する。また、北陸
新幹線トンネル内の不感解消に向け関係機関に要請する。
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目標３【技術開発・利用の促進】

◎北陸ＩＣＴオープンイノベーション環境の醸成

◇「北陸情報通信協議会」イノベーション部会の活性化
イノベーション部会を活性化し、ＳＣＯＰＥの研究開発成

果の社会実装を推進する。また、ホームＩｏＴ等を活用した
エネルギー・健康・防災社会システムを検討し、モデル事業
として実証することを関係機関に提言する。

◇北陸先端科学技術大学院大学・ＮＩＣＴ研究拠点と地域
連携等の支援

４月１日に北陸先端科学技術大学院大学（ＪＡＩＳＴ）
とＮＩＣＴが設置した「高信頼性ネットワークイノベー
ションセンター」の研究について産学官連携の推進を支援
する。

連携

◎ＳＣＯＰＥ（戦略的情報通信研究開発推進事業）の推進
「地域ＩＣＴ振興型研究開発」により、地域に密着した大学

や、地域の中小・中堅企業等に所属する研究者が提案する研究
開発を支援し、ＩＣＴの利活用によって地域課題の解決や地域
社会の活性化を図る。

◎電波の専門家育成と電波利用ニーズの発掘
電波分野の研究者のネットワークを構築し、電波に関する研

究テーマ、専門家の育成戦略等について検討する。地域ニーズ
を把握し、新たな無線システムの制度化に向けた調査研究案件
の発掘を行う。

４

◎放送コンテンツの高度化と人材育成
総務省のロードマップを踏まえ、４Ｋ・８Ｋ、スマートＴＶ

など、放送コンテンツの高度化を促進するため、石川県情報シ
ステム工業会（ＩＳＡ）及びＮＨＫ金沢の協力を得て、４Ｋ・
８Ｋ機器の展示や講演会の開催に取り組む。また、放送事業者、
ＩＳＡと連携してセミナーを開催し、地域における４Ｋコンテ
ンツ制作に関する人材育成を推進する。

◎４Ｋクールジャパンの推進
４Ｋ・８Ｋ技術を活用した地域の活性化を図るため、北陸情報

通信協議会に「４Ｋ・クールジャパン北陸推進部会」を設置し、
４Ｋ・８Ｋのデモ展示やセミナー等の開催を通じて人材育成を行
うとともに、地域の魅力を４Ｋで国内外に発信する。

◎登山者等の位置検知システムの社会実装支援
平成２６年度調査検討の成果の制度化と連携し、登山者等の

位置検知システムの社会実装を目指す。併せて有害鳥獣対策分
野への応用に向け、学識経験者やＮＩＣＴとの連携によりシス
テムの高度化を図りつつ社会実装を目指す。
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富山県、石川県及び福井県の利用連絡会等と連携し、会合等の円滑な開催及び運営、青少年、保護者、教職員等への周知啓発活
動等を実施することにより、青少年が安心・安全にインターネットを利用できる環境の整備を推進する。

目標４【安心・安全なネット利用】

◇春のあんしんネットキャンペーンへの取組
多くの青少年が初めてスマートフォン等を手にする、

春の卒業・進学・新入学の時期において、いしかわ青
少年安心ネット環境推進連絡会、関係事業者等と連携
して、「春のあんしんネット・新学期一斉行動」とし
て有害情報のフィルタリングの推進や青少年・保護者
等のリテラシ－向上に向けた「春のあんしんネット
キャンペーン」に取り組む。

◎電気通信サービスにおける消費者支援の強化
北陸電気通信消費者支援連絡会を開催し、消費者支援機関や電気通信事業者などの関係機関と電気通信サービスにおける消費者

支援の在り方について、情報交換・意見交換を通じて消費者問題の意識の共有を図り、電気通信サービスの利用環境の整備を推進
する。特に、「ＩＣＴサービス安心・安全研究会」報告書を踏まえた消費者保護ルールの見直し等について、適切な制度の執行と
積極的な周知を行う。

５

◎青少年の安心・安全なインターネット利用環境の実現

◇e-ネットキャラバンの取組
「e-ネットキャラバン」（青少年、保護者、教職員等を

対象とした地域からの依頼に基づく普及啓発活動）の講師
の拡充を図り、「e-ネット安心講座」への講師派遣等を円
滑に実施することで、各県教育委員会、各県ＰＴＡ連合会
等のニーズに的確に対応できるようにする。
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目標５【電波利用環境の改善】

◎重要無線通信妨害対策の強化
警察、消防、防災行政無線など社会的影響の大きい重要無

線通信に妨害が発生した際には、執務時間の内外を問わず、
迅速な初動対応と妨害源の排除を行う。また、夜間・休日等
に対応するため、モバイル監視端末の活用による監視業務の
改善を行うと共に、日頃からの重要無線局免許人との連携強
化を図り、妨害源の早期排除を行う。

◎不要電磁波対策の強化
増加傾向にあるＬＥＤ照明等の電気器具や電子機器などから

の不要電磁波（ノイズ）や、テレビ受信設備等からの漏洩電波
による無線通信への障害に対応するための体制強化を図り、障
害発生時には、速やかに現地調査を実施し、障害源を特定して
除去する。

◎不法・違反無線局対策の強化
捜査機関との不法無線局共同取締りを強化するほか、電波の

監査により無線局の違反運用等を認めたときには調査を実施し、
告発や行政処分も含めて厳正に措置する。

国内で使用できない無線機器の販売状況を調査し、販売業者
に対しては、販売自粛を要請する。また、微弱かどうか疑義の
ある無線機器については、試買テストを実施し、微弱の範囲を
逸脱する機器については総務省ホームページで公表する。

◎電波の利用環境保護の周知啓発の推進
電波利用環境を保護するため、マスメディア、デジタルサイ

ネージやポスター・リーフレットなどによる電波利用ルールの
周知、啓発活動を実施する。

◎電波の安全性の周知啓発の推進
安全・安心して電波を利用できるよう、改正された電波防護

指針、医療機関内における携帯電話等の使用に関する指針等に
ついての説明会を開催するなど、電波に関する正しい知識の普
及に努める。また、管内の公共交通機関に対し、車内における
携帯電話等の使用ルールの緩和に向けた説明会等も開催する。

◎電子政府の推進
ＩＴ戦略本部決定の「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」等に基

づいて策定された総務省の「ＰＡＲＴＮＥＲ（総合無線局監理
システム）将来計画書」を踏まえ、電子申請率についてはＨ２
６年度からＨ２８年度の３カ年平均の目標値である７３%の達
成を目指す。

◎タクシー無線のデジタル化の促進
アナログ周波数の使用期限（平成２８年５月３１日）が迫っ

ているタクシー無線のデジタル方式への移行に向け、免許人に
対して周知を行うとともに、電波法の手続き等について必要な
助言・指導を行う。

６
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